
)

長 等
人 千円 千円 千円 千円

3 30,840 14,033
（ 4.55月分）

議 員 22 128,400 58,422

本 年 度 （ 4.55月分）

その他の特別職 742 126,275

計 767 254,675 30,840 72,455

長 等 3 30,840 13,724
（ 4.45月分）

議 員 21 122,640 61,320

前 年 度 （ 5.00月分）

その他の特別職 726 106,819

計 750 229,459 30,840 75,044

長 等 309

議 員 1 5,760 △2,898

比  較

その他の特別職 16 19,456

計 17 25,216 △2,589

給　 与　 費 

１　特　別　職

 給 　与

区　 　分 職 員 数 期 末 手 当
報 酬 給 料 地 域 手 当

年間支給率( 月分
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86,822 38,513 225,335

126,275 126,275

8,279 366,249 46,317 412,566

8,279 52,843 7,851 60,694

183,960 39,360 223,320

106,819 106,819

8,279 343,622 47,211 390,833

309 △47 262

2,862 △847 2,015

19,456 19,456

22,627 △894 21,733

明 　細 　書 

費

共 済 費 合 計 備  考
退職負担金 その他の手当 計

千円 千円 千円 千円 千円

8,279 53,152 7,804 60,956

1
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円 千円

本 年 度 541 1,266,366 2,156,080 2,152,285
(    11 )

前 年 度 541 1,190,617 2,286,236 2,168,483
(    16 )

比 較 75,749 △130,156 △16,198
(   △5 )

区  分 扶 養 手 当 地 域 手 当 時間外勤務手当

千円 千円 千円

本　年　度 35,854 230,590 204,962

職員手当の内訳

前　年　度 34,855 241,446 203,490

比　　較 999 △10,856 1,472

区  分 特 殊 勤 務 手 当 通 勤 手 当 特 例 一 時 金

千円 千円 千円

本　年　度 192 39,235

職員手当の内訳

前　年　度 200 39,177

比　　較 △8 58

２　一　般　職

（１） 総  括

給　 　与
区 分 職 員 数

報　 　酬 給　 　料 職　員　手　当
人 千円 千

※　職員数の（ ）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

※ 共済費及び期末勤勉手当には、会計年度任用職員に対する共済費及び期末手当を含む。
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4,731 997,124 6,571,855 会計年度任用職員1,000人(外書き)

5,645,336 997,078 6,642,414 会計年度任用職員  979人(外書き)

△70,605 46 △70,559

休 日 勤 務 手 当 夜 間 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 管 理 職 手 当

千円 千円 千円 千円

13,373 1,448 1,201,963 40,870

12,470 1,306 1,213,576 39,627

903 142 △11,613 1,243

住 居 手 当 児 童 手 当 退 職 負 担 金 特 別 退 職 負 担 金

千円 千円 千円 千円

11,700 26,500 330,207 15,391

11,062 26,890 329,138 15,246

638 △390 1,069 145

費
共　　済　　費 合 　計 備　 　考

計
千円 千円 千円

5,57
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 増減事由別内訳
（千円） （千円）

給　料 △130,156 給与改定に 3,019 給与改定に伴う増減分 給与改定の状況
伴う増減分 前年度給与改定率（公民格差）　0.20%

普通昇給に 22,198 昇給期別 7月 466人
伴う増減分

昇給期間短縮に 0
伴う増減分

その他の △155,373 人事異動によるもの等
増減分 基本的予算の増減分

職員手当 △16,198 制度改正に 20,398 期末勤勉手当　 20,398 給与改定に伴う期末勤勉0.1箇月分増
伴う増減分

その他の △36,596 地域手当 △10,856
増減分 扶養手当　　　 999

時間外勤務手当　　 1,472
休日勤務手当　　 903
夜間勤務手当　　 142
期末勤勉手当　 △32,011

管理職手当　 1,243
特殊勤務手当 △8
住居手当 638
通勤手当 58
児童手当 △390

退職負担金 1,069
特別退職負担金 145

備　　考

人事異動によるもの等
基本的予算の増減分

区　分 説　　明

（内、会計年度任用職員分　　  15,002）

（内、会計年度任用職員分　　   △390）

 

 

（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たり給与

行　政　職

平均給料月額（円） 317,807

令和５年１月１日現在 平均給与月額（円） 365,301

平均年齢　　　（歳） 41.89

平均給料月額（円） 316,033

令和４年１月１日現在 平均給与月額（円） 362,962

平均年齢　　　（歳） 41.77

　※平均給与月額は、給料、扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当及び通勤手当の合計平均額。

イ　初　任　給

事務・技術職(円） 技能労務職（円） 事務・技術職（円） 技能労務職（円）

高　　校　　卒 152,200 149,600 154,600 151,900

大　　学　　卒 187,900 189,700

国　の　制　度

区　　分

区　　　分
東　久　留　米　市
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ウ　等級別の標準的な職務内容及び等級別職員数

職員数(人) 構成比(%)

11 2.1

33 6.4

96 18.7

204 39.7

(5) 

170 33.1

(7) 

514 100.0

(12) 

27 100.0

(1) 

27 100.0

(1) 
計

計

4級 主事の職務で統括技能長の職務

3級 主事の職務で技能長の職務

2級 主事の職務で技能主任の職務

主事の職務で課長補佐の職務
主事の職務で係長の職務

2級 主事の職務で主任の職務

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

事務
技術職

技能
労務職

区　　分 標準的な職務内容
令和５年１月１日

5級 参事の職務で部長の職務

4級 副参事の職務で課長の職務

3級

職員数(人) 構成比(%)

10 1.9

34 6.6

94 18.3

204 39.8

(5) 

171 33.3

(13) 

513 100.0

(18) 

28 100.0

28 100.0

＊　職員数の()内は、再任用短時間勤務職員（外書き）。
＊　構成比の計欄については、端数処理の関係で各構成比の合計と一致しない場合がある。

技能
労務職

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

計

計

4級 主事の職務で統括技能長の職務

3級 主事の職務で技能長の職務

2級 主事の職務で技能主任の職務

3級
主事の職務で課長補佐の職務
主事の職務で係長の職務

2級 主事の職務で主任の職務

1級 主事の職務で定型的な業務を行う職務

区　　分 標準的な職務内容
令和４年１月１日

5級 参事の職務で部長の職務

4級 副参事の職務で課長の職務

事務
技術職
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エ　昇給期間短縮

事務
技術職

技能
労務職

職員数 ［Ａ］ （人） 541 514 27

本

昇給期間短縮に係る職員数 ［Ｂ］ （人）

　３月 （人）

年

昇給期間の短縮 　６月 （人）

月 数 別 内 訳 　９月 （人）

度

１２月 （人）

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

特別昇給に係る職員数 （人）

職員数 ［Ａ］ （人） 541 512 29

前

昇給期間短縮に係る職員数 ［Ｂ］ （人）

　３月 （人）

年

昇給期間の短縮 　６月 （人）

月 数 別 内 訳 　９月 （人）

度

１２月 （人）

比　　　率　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

特別昇給に係る職員数 （人）

区　　　分 合　計

職　　種

 

オ　期末手当・勤勉手当

支給期別支給率
職制上の段階、

6月 12月 3月 支給率計 職務の級等による

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置

2.175 2.175 0.200 4.550

(1.150) (1.150) (0.100) (2.400)

2.125 2.125 0.200 4.450

(1.125) (1.125) (0.100) (2.350)

2.200 2.200 4.400

(1.150) (1.150) (2.300)

本年度

前年度(当初)

有

区　　分

有

国の制度

＊　( )内は再任用職員

有

備　　考
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続
のもの

25年勤続
のもの

35年勤続
のもの

最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

国の制度
（支給率等）

無支給率等 国と同じ

区　　分

無
定年前早期退職者

特別措置
47.70947.70933.2707524.586875

備　考退職時特別昇給
その他の

加算措置等

23.00 30.50 43.00 43.00

 

 

キ　地域手当

全地域

支給率 （％） 10

541

(11) 

国の制度（支給率） （％） 3～20

＊支給対象職員数の( )内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

ク　特殊勤務手当

代表的な職種

清　掃

給料総額に対する比率 （％） 0.004

支給対象職員の比率 （％） 4.0

不快手当

ケ　その他の手当

国の制度との異同

異 　支給方法及び支給額

異 　支給方法及び支給額

異 　支給方法及び支給額

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　分

区　　分 差異の内容

支給対象地域

代表的な特殊勤務手当の名称

扶 養 手 当

支給対象職員数 （人）
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左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

国・都
支出金

地方債 その他

街灯ＬＥＤ化事業
（平成28年度設定）

750,445
平成29年度から
令和4年度まで

346,227
令和5年度から
令和8年度まで

404,218 404,218

公園灯ＬＥＤ化事業
（平成29年度設定）

45,072
平成30年度から
令和4年度まで

25,019
令和5年度から
令和8年度まで

20,053 20,053

デマンド型交通運行業務委
託
（令和元年度設定）

140,000
令和2年度から
令和4年度まで

84,000
令和5年度から
令和6年度まで

56,000 56,000

東久留米市立生涯学習セン
ター指定管理業務委託
（令和元年度設定）

436,881
令和2年度から
令和4年度まで

255,876
令和5年度から
令和6年度まで

181,005 181,005

住民情報システム共同利用
業務
（令和2年度設定）

742,643
令和3年度から
令和4年度まで

223,024
令和5年度から
令和8年度まで

519,619 519,619

地域センター指定管理委託
（令和2年度設定）

961,512
令和3年度から
令和4年度まで

321,701
令和5年度から
令和7年度まで

639,811 639,811

市民プラザ指定管理委託
（令和2年度設定）

102,989
令和3年度から
令和4年度まで

38,617
令和5年度から
令和7年度まで

64,372 64,372

地区センター指定管理委託
（令和2年度設定）

433,781
令和3年度から
令和4年度まで

142,165
令和5年度から
令和7年度まで

291,616 291,616

東久留米市立さいわい福祉
センター指定管理委託
（令和2年度設定）

1,299,013
令和3年度から
令和4年度まで

445,169
令和5年度から
令和7年度まで

853,844 853,844

児童館指定管理委託（けや
き・ひばり）
（令和2年度設定）

455,690
令和3年度から
令和4年度まで

173,000
令和5年度から
令和7年度まで

282,690 282,690

わくわく健康プラザ施設維
持管理業務委託
（令和2年度設定）

231,146
令和3年度から
令和4年度まで

91,081
令和5年度から
令和7年度まで

140,065 140,065

統合型校務支援システム導
入業務
（令和2年度設定）

140,951
令和3年度から
令和4年度まで

56,109
令和5年度から
令和7年度まで

84,842 84,842

東久留米市立図書館指定管
理委託
（令和2年度設定）

1,251,670
令和3年度から
令和4年度まで

500,668
令和5年度から
令和7年度まで

751,002 751,002

スポーツセンター指定管理
委託
（令和2年度設定）

726,300
令和3年度から
令和4年度まで

290,520
令和5年度から
令和7年度まで

435,780 435,780

人事給与システム利用業務
（令和2年度設定）

62,562
令和3年度から
令和4年度まで

8,337
令和5年度から
令和8年度まで

54,225 54,225

都市計画自転車駐車場整
備・運営事業
（令和2年度設定）

2,015,400
令和3年度から
令和4年度まで

490,572
令和5年度から
令和16年度まで

1,524,828 577,500 947,328

東久留米市立学童保育所運
営業務委託
（令和3年度設定）

493,500 令和4年度 98,700
令和5年度から
令和8年度まで

394,800 63,640 331,160

東久留米市立学童保育所運
営業務委託（金山学童保育
所及びくぬぎ第一・第二学
童保育所）
（令和4年度設定）

402,265
令和5年度から
令和9年度まで

402,265 47,380 354,885

東久留米市立児童館管理運
営委託（あおぞら・中央）
（令和4年度設定）

495,713
令和5年度から
令和9年度まで

495,713 2,835 492,878

第3期東久留米市子ども・
子育て支援事業計画策定支
援等業務委託
（令和4年度設定）

8,927
令和5年度から
令和6年度まで

8,927 8,927

健康増進計画（第3次）基
礎資料等作成業務・計画策
定支援委託
（令和4年度設定）

9,647
令和5年度から
令和6年度まで

9,647 9,647

住民情報系システムに係る
各種通知書等作成業務委託
（令和5年度設定）

37,654 令和6年度まで 37,654 37,654

地域福祉計画（第4次）策
定支援委託
（令和5年度設定）

5,663 令和6年度まで 5,663 5,663

期　間 金　額 期　間 金　額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

事　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

一般財源

- 326 -



左 の 財 源 内 訳

特　定　財　源

国・都
支出金

地方債 その他
期　間 金　額 期　間 金　額

事　　　　　　項 限 度 額

前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

一般財源

東久留米市立学童保育所運
営業務委託（中央第一・第
二学童保育所及び神宝学童
保育所）
（令和5年度設定）

415,240
令和6年度から
令和10年度まで

415,240 51,280 363,960

東村山都市計画道路3・4・
13号線及び3・4・21号線整
備事業測量・事業認可申請
図書作成業務委託（第3工
区）
（令和5年度設定）

32,646 令和6年度まで 32,646 32,646

都市公園ストックマネジメ
ント検討支援委託
（令和5年度設定）

7,388 令和6年度まで 7,388 7,388 0

小山小学校仮設校舎賃貸借
（令和5年度設定）

421,740
令和6年度から
令和8年度まで

421,740 421,740

特別支援学級通学用自動車
運行事業
(令和5年度設定)

41,400 令和6年度 41,400 41,400

南中学校普通教室設備賃貸
借
（令和5年度設定）

1,320 令和6年度 1,320 1,320

放課後子供教室運営委託
（令和5年度設定）

31,334 令和6年度 31,334 31,334
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当該年度中増減見込額

起債見込額 元金償還見込額

１．普通債 6,238,936        6,387,850        1,038,500        621,037          6,805,313        

　(1) 総務債 280,832          233,578          198,500          42,360            389,718          

　(2) 民生債 420,204          348,098          　　　　　　－ 60,565            287,533          

　(3) 衛生債 179,246          138,809          　　　　　　－ 40,901            97,908            

　(4) 土木債 1,882,522        1,803,665        522,900          241,834          2,084,731        

　(5) 消防債 202,345          175,796          118,000          26,560            267,236          

　(6) 教育債 3,273,787        3,687,904        199,100          208,817          3,678,187        

２．その他 19,045,371      18,200,176      380,712          1,476,181        17,104,707      

　(1) 住民税等減税補てん債 193,865          126,492          　　　　　　－ 52,873            73,619            

　(2) 減収補てん債 154,115          154,115          　　　　　　－ 19,265            134,850          

　(3) 臨時財政対策債 18,697,391      17,919,569      380,712          1,404,043        16,896,238      

計 25,284,307      24,588,026      1,419,212        2,097,218        23,910,020      

（注）「当該年度中増減見込額」の「起債見込額」は、令和4年度繰越明許費に係る収入見込額を含む。

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度末
現在高見込額

区  分
前々年度末

現在高
前年度末

現在高見込額

（単位：千円）
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